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モ ン ト リ オ ー ル議定書締約国会合 に お け る
臭化 メ チ ルの規制 お よ び代替消毒法開発の現状

かわ
農林水産省横浜植物防疫所調査研究部 ) 1 1  

は じ め に

土壌お よ び検疫消毒の分野で長年 に わ た り 使用 さ れて

き た 臭化 メ チ ル は， 1992 年 に 開催 さ れ た 第 4 回 オ ゾ ン

層 を破壊す る 物質 に 関す る モ ン ト リ オ ー ル議定書締約国

会合 (締約国会合) に お い て オ ゾ ン層破壊物質 に 指定 さ

れた。 こ の間の経緯お よ び臭化 メ チ ル と オ ゾ ン層 の 関係

に つ い て は， 楯 谷 昭 夫 氏 が 本 誌 第 47 巻 第 4 号 (1993

年) お よ び第 50 巻第 2 号 (1996 年) で紹介 し て い る 。

こ こ で は， 臭化 メ チ ル に 関す る そ の後の規制， 規制か

ら 除外 さ れて い る 検疫 と 出荷前用途に対す る 規制強化の

動 き ， 国連環境会議 (UNEP) に 設置 さ れ て い る 技術

専門委員会 の技術 ・ 経済評価委員会 (TEAP) /臭化 メ チ

ル技術選択肢委員会 (MBTOC) が作成 し ， 最近公表 さ

れた 1998 年 MBTOC 報告書 に お け る 臭化 メ チ ルの使用

状況お よ び代替消毒法， 我が固 の代替消毒法開発の現状

な ど に つ い て 紹介 し た い。

I 締約国会合 に お け る 臭化 メ チ ルの規制

1 規制 ス ケ ジ ュ ー ル

土壌用途 を 主体 と す る 臭化 メ チ ル の規制 (表-1) は，

1997 年 に 開催 さ れ た 第 9 回締約 国会合 の 決議が最終合

意 と な っ て い る 。 こ れ は ， 先進国 は生産量お よ び消費量

を 99 年 ま で に 91 年 の 基準値 の 25%減， 2001 年 ま で に

50%減， 2003 年 ま で に 70%減， 2005 年 に 全廃 す る 。 発

表 ー 1 先進国お よ び発展途上国 に お け る 臭化 メ チ ル の
全廃ス ケ ジ ュ ー ル・

先 進 国 開発途上国

1999 年 1991 年基準値の 25%減12002 年 1995�98 年平均値で凍結
2001 11 50%減12003 削減ス ケ ジ ュ ールの見直 し

2003 11 70%減12005 20%減
2005 11 100%減12015 100%減

事 l . 全廃後 に不可欠用途お よ び緊急用途 を 設 け て 規制か ら 除外.
2 . 検疫お よ び出荷前用途は全廃後 も 規時肋ミ ら 除外.
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展途上国 は 1995�98 年 の 平均消費量 を 基準 と し て 2002

年か ら こ れ を超 え な い よ う 凍結 し ， 2005 年 ま で に 20%

減， 2015 年 ま で に 全廃す る が， 2003 年 に 見直 し を行 う 。

た だ し， 全廃後 に は不可欠用途お よ び緊急用途を設 け規

制か ら 除外す る と い う も の で あ る 。 検疫お よ び出荷前用

途は従来 どお り 全廃後 も 規制 か ら 除外 さ れ る 。

2 全廃後 に適用 さ れ る 除外規定

全廃後 は， 不可欠用途 と 緊急用途で使用 さ れ る 臭化 メ

チ ル は規制か ら 除外 さ れ る 。 不 可 欠 用 途 は ， 前提 と し

て ， 臭化 メ チ ル を使用 し な け れ ば そ の市場 に 著 し い混乱

を も た ら す お そ れが あ る こ と ， 代替技術の 開発 に 努力 し

て い る が不十分 で あ る こ と ， 臭化 メ チ ル の放出 を 最小限

に す る 措置 が と ら れ て い る こ と の 条件がつ げ ら れ て い

る 。 各 国 は こ れ ら を 確認 し ， 必 要 な 数量 を あ ら か じ め

UNEP 事務局 に 申 請す る 。 UNEP 事務局 は専門委員会

の TEAP/MBTOC お よ び締約国会合公開作業部会の審

議 を 経て締約国会合で承認 を得 る こ と に な っ て い る 。 各

国 は こ の承認 を 得 て 初 め て 製造者 に そ の 生産 を認可す る

こ と に な る 。

緊急用途 は ， 病害虫 の発生が予想 さ れ， 直 ち に 防除 し

な け れ ば大 き な被害が発生す る お そ れが あ る よ う な 場

合， 国 は UNEP 事務局 に 通報 し た う え で 20 t を超 え な

い範囲の臭化 メ チ ル を使用 し て そ の 緊急事態 に 対処す る

こ と がで き ， 事後の締約国会合で対応内容 を報告す る と

い う 特 例 で あ る 。 緊 急 使 用 20 t は， MBTOC が 50 ha 

分の土壌， 二つ の大型の製粉 ・ 食品加工工場， 二つ の大

型の本船 を 消毒す る の に十分な も の と し て 算出 し た 数量

であ る 。

3 検疫 お よ び出 荷前用 途の規制 強化の動 き

1998 年 に 開催 さ れた 第 10 回締約国会合 に お い て ， 規

制か ら 除外 さ れて い る 検疫お よ び出荷前用途での臭化 メ

チ ル の使用量， 使用 実態 な ど に つ い て 調査す る こ と を，

TEAP/MBTOC に 調査 を 委任す る 決議が採択 さ れた 。

こ の調査 の 背景 に は， 92 年 に 検疫 お よ び出荷前用途の

臭化 メ チ ル が規制 か ら 除外 さ れ た 際， 9 1 年 の 使用 量 を

上回 ら な い よ う 代替消毒法や放出量 の 削減法の 開発， 導

入 に 努力 す る こ と が促 さ れて い た 。 し か し こ れ に 反 し ，

使用量が増加 し て い る 事実が最近 の調査で明 ら か に な

り ， こ の 増加 に 歯止 め を か け る 必 要 性 が あ る こ と ， ま
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た， 規制か ら 除外 さ れて い る が ゆ え に代替消毒法の開発

努力 が十分な さ れて い な い， 検疫， 出荷前， 検疫病害虫

な ど の定義が拡大文 は誤っ て 解釈 さ れ， 必要以上 に臭化

メ チ ルが使用 さ れて い る な ど の疑義 に 対 し ， そ の 実態 を

明 ら か に す る 必要があ る こ と に よ る も の であ る 。

調査項 目 は， ① 1991 年以 降 の 各 国 の使用 数量， ②現

存す る お よ び可能性があ る 代替消毒技術， 代替消毒法が

な い事例 の特定， 捕集お よ び回収技術の利用状況お よ び

そ の経済性， ③検疫お よ び出荷前用途の適用範囲， ④各

国が受 け入れ可能 な使用量お よ び放出量削減 に 関 す る 代

替技術， ⑤検疫病害虫の定義 の 明確化お よ び国際植物防

疫条約 (IpPC) の 定 義 と の 調和 な ど 5 項 目 で あ る 。 近

く 公表 さ れ る 調査報告書の 内容次第 で は ， 近い将来， 検

疫お よ び出荷前用途に つ い て何 ら か の規制が検討 さ れ る

可能性があ る 。

E 臭化 メ チ ルの使用状況

1 世界
1996 年 の 世界 の 使 用 量 (生産 量 + 輸 入 量 一 輸 出 量)

(表一2) は 71 ， 425 t で， そ の う ち 農業生産 用 が 68 ， 666 t 

(96 . 2%) お よ び化学原料用 が 2 ， 759 t (3 . 8%) と な っ

て お り ， 先進国 で は 51 ， 343 t (75% ) ， 発展途上 国 で は

17 ， 323 t (25%) が使用 さ れ て い る 。 地域別 に は北 ア メ

リ カ で 41 . 6%， ヨ ー ロ ッ パ で 23 . 5%， ア ジ ア で 22 . 6%

が使用 さ れ， 南 ア メ リ カ お よ びア フ リ カ での使用量 は非

常 に 少 な い。

農業生産用 (表 -3) は ， 土 壌 で 52 ， 186 t (76%) ， 穀

類 ・ 木 材 な ど で 8 ， 240 t (12% ) ， 青 果 物 ・ 生 植 物 で

6 ， 180 t (9%) ， 構造物 (製粉工場， 食 品加工工場) ・ 輸

送機 (航空機， 船舶) で 2 ， 060 t (3%) が使用 さ れ て い

る 。 各国 の使用量 は， 米国 (32%) が最 も 多 く ， 次 い で

イ タ リ ア (13% ) ， 日 本 (13% ) ， イ ス ラ エ ル (6%) ， ス

ペ イ ン (6%) ， プ ラ ジ ル (3% ) ， 中 国， 韓 国， メ キ シ

コ ， モ ロ ッ コ ， 南 ア ， ト ル コ ， ジ ンパ プエ (各 2%) と

な っ て い る 。 作物別 で は ト マ ト (23%) が最 も 多 く ， 次

い で イ チ ゴ (13%) ， メ ロ ン ・ キ ュ ウ リ (7% ) ， 種苗類

(6%) ， コ シ ョ ウ ， タ バ コ ， 切 り 花 (各 5%) と な っ て

い る 。

収穫後 の 生産物 に 対 し て は， 先 進 国 で 約 10 千 t， 発

展途上国 で 3 千 t が使用 さ れて お り ， こ の 分野の大量消

費国 は米国， イ タ リ ア ， イ ス ラ エ ル， 日 本， オ ー ス ト ラ

リ ア ， 中国， エ ジ プ ト ， イ ン ド ネ シ ア ， 韓国， タ イ ， ベ

ト ナ ム と な っ て い る 。 品 目 別 に は果実 ・ 野菜 な ど の生鮮

品 で 41%， 木材で 29%， 穀物 で 28%， ナ ッ ツ 類 で 2%

使用 さ れて お り ， そ の 多 く は検疫お よ び出荷前用途で あ

表 - 2 世界の臭化 メ チ ル の使用量 ( 1996)

区 分

農業生産

化学原料

用途別計

�t ア メ リ カ

使用量 (t)

68 . 666 

2 ， 759 

71 . 425 

29 . 679 

割合 ( % )

96 . 2  
3 . 8  

100 . 0  

41 . 6  
ヨ ー ロ ツ J � 16 . 753 23 . 5  

ア ジ ア 16 . 173 22 . 6  

中国， イ ン ド ， ソ 連 3 . 000 4 . 2  

そ の他 5 . 820 8 . 1  

地域別計 71 . 425 100 . 0  

先進国 51 . 343 75 . 0  

発展途上国 1 7 . 323 25 . 0  

国別計 68 . 666 100 . 0  

Data : MBTOC 1998 年報告書 (1998) .

袋 一 3 世界の臭化 メ チ ル の 農業用途別使用量 (1996)

用 途 使用量 (t) 割合 (%)

土壌 52 . 186 76 . 0  

穀類， 木材 8 . 240 12 . 0  

青果物， 生植物 6 . 180 9 . 0  

構造物， 輸送機 2 . 060 3 . 0  

計 68 . 666 100 . 0  

土壌等 53 . 666 78 . 0  

検疫 ・ 出荷前 1 5 . 000・ 22 . 0  

事推定値.
Data : MBTOC 1998 年報告書 ( 1998) .

る 。 こ の 分野での使用 量 は 全体 の 22% に 当 た る 15 ， 000

t と 推定 さ れて い る 。

1996 年の使用量 68 . 666 t は， 92 年 の 72 ， 967 t に 比較

し て 5 . 9%減 少 し て い る 。 こ れ は ， 先 進 国 に 対 す る 規

制， す な わ ち ， 91 年の使用 量 を 基準値 と し て 95 年か ら

こ れ を 上 回 ら な い こ と の 92 年 の締約国会合の合意が反

映 し て い る と 考 え ら れて お り ， 先進国 の 削減努力 に 負 う

と こ ろ が大 き い。 そ の 一 方 で， 発展途上 国 で は 92 年 に

14 . 510 t (全体の 18%) を 占 め て い た も の が 96 年 に は

17 ， 323 t (同 25% ) に ま で増加 し て お り ， 発展途上 国 で

の使用量の増加が懸念 さ れて い る 。

2 日 本
日 本 に お げ る 使 用 量 (表 -4) は 1991 年 9 . 336 t， 96 

年 8 . 188 t， 97 年 7 . 908 t と な っ て お り ， 土 壌 用 途 並 び

に検疫お よ び出荷前用途 と も に 年々 減少 し て い る 。 土壌

用途で は 97 年 に 5 ， 470 t が メ ロ ン， シ ョ ウ ガ， 花 き 類，

イ チ ゴ， キ ュ ウ リ ， ピ ー マ ン， ト マ ト ， ス イ カ な どで，

主 と し て施設栽培 (複数回栽培， 低温期か ら の作付 け 開
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表-4 日 本 に お け る 年度別臭化 メ チ ル出荷量 (t)

用途 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 

土壌用 6 ， 269 6 ， 594 7 ， 24 1  7 ， 782 5 ， 742 5 ， 559 5 ， 470 
検疫用 ・ 2 ， 848 2 ， 646 2 ， 712  2 ， 703 2 ， 448 2 ， 198 2 ， 030 

そ の他 219 121  204 426 523 431 408 

計 9 ， 336 9 ， 361 10 ， 157 10 ， 91 1  8 ， 713 8 ， 188 7 ， 908 

‘ 出荷前用途 を含む.

Data : 農林水産省植物防疫課 (1998) ， 

始) ， 移植栽培用 の 苗床 の 消 毒 に 使用 さ れ て い る 。 検疫

用 途 は 97 年 が 2 ， 030 t で， ピ ー ク の 91 年 の 2 ， 848 t に

比較 し て 818 t 減少 し て い る 。 品 目 別 に は 木材で全体の

60 . 6% ( 1 ， 255 t) ， 穀 類 で 27 . 9% (579 t) ， 青 果 物 で

10 . 7% (221 t) が使用 さ れ， 木材 で の 比重が高 く な っ

て い る 。 出荷前用途で は ， 主 と し て 梱包用の木材， パ レ

ッ ト な ど の 木材製品 の 消毒 に 年 間 lQ----l l t が使用 さ れ

て い る 。

皿 臭化 メ チ ル代替消毒法 な どの開発

1 世界
( 1 )  土壌

多様な栽培体系 に お い て ， こ れ ま でか な り 効果があ る

と 報告 さ れて い る 輪作， 代替土壊 ・ 有機物 ・ 発酵分解微

生物の利用 に よ る 土壌 の保全， 植付時期の変更 ・ マ ル チ

栽培法， 抵抗性品種の育成， 抵抗性台木への接 ぎ木， 太

陽熱 ・ 蒸気 に よ る 土壌消毒， 農薬の適期使用 な ど を シ ス

テ ム に組み入れ， い か に利用 す る かが重要 な ポ イ ン ト と

な っ て い る 。

代替剤で最近効果が確認 さ れた も の は， ク ロ ル ピ ク リ

ン 文 は D-D と MITC 又 は ダ ゾ メ ッ ト ， ク ロ Jレ ピ ク リ ン

と D-D の 混合が挙 げ ら れて い る 。 特 に ， ク ロ ル ピ ク リ

ン と D-D の混合は タ バ コ ， コ シ ョ ウ ， イ チ ゴ で顕著 な

成功 を納 め て い る 。 今後， 殺虫， 殺菌， 殺線虫剤， 除草

剤 な ど と 太陽熱利用 に よ る 土壌消毒の組み合わせ を 主体

に ， 耕種的， 育種的方法 を組み込ん で シ ス テ ム 化す る こ

と に よ り 投薬量の低減， 処理期間の短縮お よ び処理効果

の増大 を 図 る 方向が模索 き れ る だ ろ う 。

し か し ， シ ス テ ム が複雑 に なればそ れだ け処理 に手聞

がかか り ， 処理期間 の延長や コ ス ト や労働力 の増大 に つ

なが る の で， 経済的 に 実行が可能か ど う か は今後の検証

を待た な け ればな ら な い。

( 2 ) 穀類 ・ 木材 ・ 構造物

穀類では燐化水素， 青酸ガ ス ， 加熱処理， 低温処理，

殺虫剤 (DDVP) ， 微生物 農薬， 砂 い 藻 土， CA 処理，

IPM シ ス テ ム が， 木材で は フ ッ 化 ス ル フ リ ル， 防腐剤

が， 構造物 ・ 輸送機 で は加熱処理， フ ッ 化 ス ル フ リ ルが

挙げ ら れて い る 。 最近， 穀類 を対象 に ボ ンベ に二酸化炭

素 と と も に 充 て ん さ れた 燐化水素 を利用 す る 方法がオ ー

ス ト ラ リ ア に お い て ， ま た ， ボ ン ベ に 充 て ん さ れた 高濃

度の燐化水素や燐化ア ル ミ ニ ウ ム 錠剤 を 高速投薬装置 を

使用 し て 発生 さ せ た燐化水素 を利用 す る 方法が 日 本で開

発 さ れた。 特 に ， 日 本で開発 さ れた 高濃度 の ガ ス を 用 い

る 方法 は ， 臭化 メ チ Jレ と ほ ぼ同様の処理期間で同等の殺

虫効果が得 ら れ る の で， 今後利用範囲が広が る だ ろ う 。

一方で は ， こ れ ら の代替法 は実用上 ま た は 経済上 ク リ

ア す べ き 多 く の 問題 を 抱 え て い る 。 す な わ ち ， CA 処理

は殺虫効果が低 い ， 製粉工場や食 品加工工場 で の IPM

シ ス テ ム は他の方法 を組み合わ せ な け れ ば有効 と な ら な

い， 青酸 ガ ス は そ の イ メ ー ジ や 登録の問題があ る ， 微生

物農薬や け い藻土 は IPM の 一部 と し て の効果 に 限定 さ

れ る ， 燐化水素では燐化水素抵抗性害虫 に 対す る 問題が

あ る ， フ ッ 化 ス ル フ リ ル は卵 ス テ ー ジ の殺虫， 低温時の

く ん蒸で は効果が低 い な ど で あ る 。 ま た ， 加熱， 低温，

放射線処理 な ど は， 適用範囲が限定 さ れ る う え 処理時聞

が長 い， 精密 な処理施設や装置 を必要 と す る ， ラ ン ニ ン

グ コ ス ト が高 く な る な ど の問題があ り ， 特 に放射線処理

で は 消費者の反発が強 い こ と な ど導入が難 し い状況 に あ

る 。

現在， 代替消毒法がな い も の と し て は， ク リ ・ ク ル ミ

な どの殻果類種子 に寄生す る チ ョ ウ 白 書虫， 種子 に 寄生

す る 線虫， 有機 リ ン 酸剤化合物抵抗性 の ダ ニ ， IPM に

失敗 し て い る 構造物， 輸送機 中 の 害 虫 が挙 げ ら れ て お

り ， こ れ ら に 対 す る 臭化 メ チ ル使 用 量 は 年 間 50 t と 推

定 さ れて い る 。

( 3 )  青果物 ・ 生植物

生鮮品 に は 多 く の 国 が侵入 を 警戒 し て い る ミ パエ， コ

ド リ ン ガ， ダニ， ゾ ウ ム シ な ど検疫的 に 重要 な害虫の寄

主植物が多 く 含 ま れて い る 。 出荷前 に 処理す る こ と を輸

入国の検疫当局が承認 し て い る 代替消毒法 (表-5) は ，

低温処理 (210 例) ， 熱処理 (34 例) ， 害虫無発生地域の

指定 (4 例) ， シ ス テ ム ズ ア プ ロ ー チ (4 例) ， 薬剤処理
(8 例) ， こ れ ら の組み合わ せ 処理 (11 例) な ど 10 の 処

理法 (約 270 例) が挙 げ ら れて い る 。 こ れ ら の代替法 は

非薬剤処理が中心で， 特定の少数の 品 目 に 対す る 特定 の

処理法 と な っ て お り ， そ の処理 に 当 た っ て は ， 害虫無発

生地域の指定お よ びそ の承認， シ ス テ ム ズ ア プ ロ ー チ ，

輸出前検査法 な ど で は害虫 と 寄主 と の 関係 の調査， 野外

での ト ラ ッ プや モ ニ タ リ ン グ な ど綿密で継続的 な調査が

必要であ る こ と ， 低温， 高温処理， 放射線， マ イ ク ロ ウ

エ ー プ処理 は 障害 回避の 点か ら 適用範囲が限定 さ れ る こ
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表 - 5 輸入国が生鮮品 で承認 し て い る 代替消毒法

代潜消毒法 な ど 事例数

シ ス テ ム ズ ア プ ロ ー チ 4 

害虫無発生地域又は 無発生期間の指定 9 

出荷前の検査 多数
低温処理 210 

蒸熱， 温湯， 加熱処漣 34 

CA 貯蔵処理・ l 

MA 貯蔵処理・ 極少
物理的害虫除去法 多数
薬剤. < ん蒸剤処理 8 
上記の組み合わせ処理 11  

計 > 277 

Data : MBTOC 1998 年報告書 ( 1998) .

'CA 貯蔵処理 (Control led Atmosphere) . MA 貯蔵処理

(Modifìed Atmosphere) = 環境ガ ス 条件に よ り 生鮮品 の呼

吸量 を低下 さ せ貯蔵性 を 高 め る 方法.

と ， 設備費や ラ ン ニ ン グ コ ス ト が高 い こ と ， く ん蒸剤 は

健康や安全性の基準 を 満た す た め の コ ス ト が高 い こ と ，

輸入国 の検疫要件 を 満た す た め の 科学的 な デー タ の集積

お よ びそ の承認 に 至 る ま で に 長 い年月 と 多額の 開発費 を

要す る こ と な ど問題 を 抱 え て い る 。

輸入国 で陸揚 げ前 に 適用 さ れ る 代替消毒法の開発は さ

ら に 深刻で あ る 。 こ れ は， 広 い範囲の検疫害虫 を完全殺

虫 し ， か つ ， 品 目 に 障害が発生 し な い お よ び大量の貨物

を短時間 で簡便 に 処理 し 流通 を 阻害 し な い な ど， 生鮮品

で求 め ら れ る 代替消毒法がい ま だ に 開発 さ れて お ら ず，

ま た ， そ の 開発が容易 で な い こ と に よ る も の で あ る 。

現在代替消毒法がな い事例 と し て ， 経済的 に 重要 な 品

目 の リ ン ゴ， ナ シ， ク リ ・ ク ル ミ な ど の殻果類種子 に寄

生す る チ ョ ウ 目 害虫， ペ リ ー 類， プ ド ウ に 寄生す る ダ

ニ， 根茎類 に 寄生す る 線虫が挙 げ ら れて い る 。

( 4 )  放出量の削減

く ん蒸 に伴 う 臭化 メ チ ル の大気中への放出率は， 土壌
で 32�87%， 穀 類 ・ 木 材 で 69�79%， 果 実 ・ 野 菜 で
85�95%， 構造物 ・ 輸送機 で 90�95% と な っ て お り ，

こ れ を臭化 メ チ ル量 に換算 し た 場合. 29�60 千 t (平均

50 千 t) か放出 さ れて い る と 推定 さ れて い る 。

ガ ス の漏洩 を減少 さ せ る 方法 は ， 土壌 く ん蒸で は難透

過性 フ ィ ル ム (VIF) の使用 があ る 。 VIF フ ィ ル ム は ，

低密度 の ポ リ エ チ レ ン， ポ リ ア ミ ド 又 は エ チ レ ン ビニ ー
ル ア ル コ ー ル材質の フ ィ ル ム を 用 い て 多層構造 と し た も
の で， ガ ス が透過 し に く い た め漏洩が少 な し 投薬量 そ
の も の を 減少 さ せ る こ と が で き る 。 収穫物 の く ん 蒸 で

は， 気密度が高 い施設 を使用 す る こ と で ガ ス の漏洩 を抑

え る こ と がで き ， さ ら に ， 残存ガ ス の 除毒， 回収 も 効率

的 に 行 え る 。

臭化 メ チ ル の 除毒 ・ 回収 ・ 再利用技術 は， 活性炭， 活

性炭/濃縮， オ ゾ ン/活性炭， 活性炭/熱処理 ま た は ぜ オ

ラ イ ト 吸着， ゼ オ ラ イ ト 吸着/再気化 に よ る 利 用 な ど，

直接ガ ス を 回収す る 方法か ら 触媒利用 に よ る 反応， ト ラ

ッ プ し た ガ ス を再発生 さ せ る 方法 ま で多 く の 方法が研究

さ れて き た 。 し か し ， シ ス テ ム が複雑 で あ る う え装置が

く ん蒸施設 よ り も 高 い こ と ， ラ ン ニ ン グ コ ス ト が高 い こ

と な どの理由 か ら 実用 的 に使用 さ れて い る も の は皆無で

あ り ， こ れ ら の 方法が実用化 さ れて も ， 経済的 に 実行が

可能 な も の と し て利用 さ れ る 分野 は極 め て 限定 さ れ る と

考 え ら れて い る 。

2 日 本
( 1 )  土壌

臭化 メ チ ル代替剤 の 主 な も の は (表-6) ， カ ーパム 剤，

ダ ゾ メ ッ ト 剤， MITC 剤， ク ロ ル ピ ク リ ン 剤， D - D 剤

な ど であ る 。 こ れ ら の代替剤 は適用病害虫が限定 さ れた

り ， 適用作物や使用温度が異 な っ た り し て お り ， 単剤で

は防除効果， 作業性， 価格面 な ど で臭化 メ チ ル に は 及 ば

な い 。 効果の面で は こ れ ら の代替剤 を組み合わせ る こ と

に よ り 臭化 メ チ ル と 同等 の 効果が期待で き る が， 作業面

か ら は土壌かん注 と ガ ス 抜 き に 労力 を 要 し ， ま た ， 処理

時聞が長 い た め に 作付 け が迫 っ て い る と き は使い 方が難

し い面があ る 。 ク ロ 1レ ピ ク リ ン で は簡便 に 使用 で き る 錠

剤や テ ー プ剤が開発 さ れた が， 価格が高 い難点が あ る 。

最近， 高 い 防除効果が認め ら れた 例 と し て ， 露地栽培

シ ョ ウ ガ の根茎腐敗病の防除に ク ロ ル ピ ク リ ン テ ー プ剤

と ク ロ ル ピ ク リ ン錠剤 を 用 い た 土壌表面処理が， ま た ，

ク ロ ル ピ ク リ ン錠剤の土壌混和 あ る い は ダ ゾ メ ッ ト の 土

壌処理後 シ ョ ウ ガ の 立毛 中 に メ タ ラ キ シ ル粒剤の散布の

組み合わ せ処理が あ り ， そ れぞれ臭化 メ チ ル と 同等の効

果が得 ら れて い る 。 ま た ， 施設 メ ロ ン の黒点根腐病 に 対

し て 太陽熱消毒 と ク ロ Jレ ピ ク リ ン に よ り 発病がか な り 抑

制で き る と の報告が あ る 。 こ の ほ か， 各 県 で問題 と な っ

て い る 病害虫 に 対 し て 代替剤， 太 陽 熱処理， 抵抗性品

種， 措抗性微生物， 台木の選択， 有機質土壌， 代替剤 の

施用時期 な ど の組み合わ せ に よ る 効果確認試験が行わ れ

て い る 。

現存す る 代替剤 は 臭化 メ チ ル に 比 べ て 処理 法 が煩雑

で， 価格 も 高 い等の課題 を 抱 え て い る の で， 今後 こ れ ら

の検討 に 加 え ， 農家が受 げ入れや す く ， 雑草や線虫 に 対
し で も 効果 が得 ら れ る 代替消毒法 の 開発 が望 ま れ て い
る 。

( 2 ) 検疫

我が国 は， 多種多様な植物類 を 大量 に 輸入 し て お り ，
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表-6 日 本 に お け る 主 な臭化チ メ ル代替土壊処理剤

一般名 カ ーパム 剤 カ ーパム 剤 ダ ゾメ ッ ト 剤 MITC 剤 ク ロ ル ピ ク リ ン剤 0-0 剤

商品名 キ ルパー NCS パ ス ア ミ ド 微 粒 ト ラ ベ ッ ク サ イ ド ド ロ ク ロ ー ル， ク 0 - 0. OC 油 剤，

剤， ガ ス タ ー ド 微 油剤 ロ Jレ ピ ク リ ン. r 0-0 92. テ ロ ン 92

粒ífiJ. ソ イ ル ポ ン ジ ョ ウ ピ ク リ ン，
ク ロ ル ピ ク リ ン錠

期j

有効成分 カ ーパム ナ ト リ ウ カ ーノ Tム ア ン モ ニ ダ ゾ メ ツ ト 98% メ チ ル イ ソ チ オ シ ク ロ ル ピ ク リ ン 1 ， 3ー ジ ク ロ ル プ ロ
( % )  ム塩30% ウ ム塩 50% ア ネ ー ト 20% 80%. 99 . 5  % ペ ン 55 %. 92% 

製剤性状 液弗j 液剤 粉粒剤 油剤 液剤 油剤j

毒 ・ 魚毒性 普通. A 普通. A 劇物. A 劇物. 8 劇物. C 普通. 8

適用病 土壊病害， 土壊線 土壌病害， 土綾線 土壊病害， 土壊線 土犠病害， 土壌線 土壊病害， 土壌線 土壌線虫

害虫 虫， 殺種子 虫， 殺種子 虫， 殺種子 虫， 殺種子 虫， 殺種子

登録範閉 野菜， タ バ コ タ バ コ ， 花 な ど 野菜， タ バ コ ， 花 野菜， タ バ コ ， 花 野菜， タ バ コ ， 花 野菜， タ バ コ な ど

な ど な ど な ど

使用方法 かん注， 被覆， ガ か ん注， 被覆， ガ かん注， 被覆， ガ か ん注， 被覆， ガ か ん注， 被覆， ガ か ん注， 鎮圧. ガ

ス 抜 き . 線虫 は 原 ス 抜 き ス 抜 き

則 と し て 被覆不要

使用温度 10・C 以上

そ の他 ク ロ ル ピ ク ン と 混 ク ロ 1レ ピ ク リ ン と

合す る と 発熱反応 混合す る と 発熱反

を起 こ す 応 を起 こ す

発見 さ れ る 検疫病害虫の種類 も 非常 に 多 い。 こ の た め ，

多種類の害虫 を完全に殺虫 し ， 大量の貨物 を簡便に処理

す る 代替消毒法が求 め ら れ て お り ， 主 と し て く ん蒸剤

(臭化 メ チ ル と 他種 ガ ス を 混合 し ， 臭化 メ チ ル を 減少 さ

せ る 方法 を 含む) を使用 し ， ま た ， 低温， 高温， 蒸熱な

ど温度処理 を含む処理法 (表ー7) を 開発中であ る 。 こ の

う ち の い く つ か は既 に検疫処理 に 導入 さ れて い る 。

穀類では， 二酸化炭素 く ん蒸法 は一部の害虫で は処理

期聞が長 く な る が， 残留問題が な い た め備蓄用 の穀類 に

適 し て い る 。 燐化水素 く ん蒸 は ， ボ ンベ に 充 て ん さ れた

も のや燐化 ア ル ミ ニ ウ ム 錠剤 を 高速投薬機で発生 さ せ る

方法 に よ り 臭化 メ チ ル並の く ん蒸時間で ほ ぽ同等の効果

が期待で き る が， ボ ンベ入 り の も の は 高圧ガ ス 保安法の

規制 に よ り 実質的 に使用 で き な い こ と ， 投策装置 を使用

す る 場合は大型施設では投薬 に長時間 を必要 と す る こ と
な ど問題 を抱 え て い る 。

青果物 や 生植物 で は ， 世界 に 先駆 砂 て 開 発 中 の リ ン

ゴ， ブ ド ウ な ど に寄生す る ダニ ， カ イ ガ ラ ム シ を対象 と

し た燐化水素 く ん蒸法 は 実用化の可能性があ り ， 国際的

に も 注 目 さ れて い る 。 切 り 花の三種混合ガ ス (臭化 メ チ

ル， 燐化水素お よ び二酸化炭素) く ん蒸法 は， 臭化 メ チ

ル の 薬量 を 従来 の 1/3 に ま で減少 さ せ る こ と が で き る

が， 実用面で は燐化水素の金属腐食 を 防止す る た め施設

ス 抜 き ス 抜 き ス 抜 き は 原則 と し

て 不要

15"C 以上 10・C 以上 l5"C 以上

催涙性あ り . 消石
灰 な ど と の近接使

用 は薬害 あ り

の一部改良が必要であ る 。 一方， 青酸ガ ス は カ イ ガ ラ ム

シ， ア ブ ラ ム シ ， ア ザ ミ ウ マ 以外の害虫 に は 高 い殺虫効

果が期待で き な い こ と ， 蒸熱処理 は 品 目 が限定 さ れ る う

え 大量貨物 を処理で き な い こ と ， 低温処理 は長期 の 処理

を 要 し対象害虫 も 限定 さ れ る こ と ， 加速器か ら 発生 さ せ

た 電子線 ま た は X 線 に よ る 照射処理 は切 り 花 の よ う な

非食用植物 に 対 し て は将来有力 な代替消毒法であ る が，

検疫への導入 に は ク リ ア す べ き 多 く の 問題が あ る こ と な

ど， 実用上お よ び経済上の面か ら 問題 を 抱 え て い る 。

木材では， フ ッ 化 ス リ フ リ ル は 高温時での使用 に 限定

す れ ば単独使用 が可能で あ る 。 燐化水素 の 単独使用 は 3

日 以上の く ん蒸期聞が必要 で あ り ， 実用面での問題があ

る 。 燐化水素 + 臭化 メ チ ル， フ ッ 化 ス 1レ フ リ ル + 臭化 メ

チ ル お よ び フ ッ 化 ス リ フ リ ル + MITC の 混合 ガ ス く ん

蒸 は ， 異 な る 殺虫作用 の組み合わせ に よ り 臭化 メ チ ル単

独処理 に 匹敵す る 殺虫効果が得 ら れ る 可能性があ る が，

く ん蒸方法が煩雑 に な る 欠点があ る 。

B わ り に

以上の と お り ， 世界の農業生産用臭化 メ チ ル使用量の

76% (52 千 t) を 占 め る 土壌用途 に つ い て は ， 先進国 は

2005 年 ま で に ， 発展途上 国 は 2015 年 ま で に そ れ ぞ れ全

廃 し ， 全廃後 は不可欠用途 と 緊急用途 を設定 し て 対応す
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表 - 7 日 本の植物検疫 に お い て 導入済みお よ び開発中の検疫処理技術 (1998)

品 目 対象害虫 く ん蒸剤， 処理法 備 考

二酸化炭素 1995 年検疫処理 に 導 入. 残 留 問題 な し . 要

長期間処理. 要気密施設.

燐化水素 実用化試験中. 処理時間の大幅短縮可能. 抵

コ ク ゾ ウ ム シ類， 抗性筈虫問題あ り .

穀類 マ メ ゾ ウ ム シ類， 二酸化炭素 + 臭化 メ チ ル 実用化可能性あ り .
メ イ ガ類な ど 燐化水素 + 臭化 メ チ ル 実用化可能性あ り .

燐化水素 + 二酸化炭素 相乗効果 な し . 実用化可能性小.

低温 ( ー 18"C) 実用化可能性大.

マ イ ク ロ ウ エ ー プ (57"C) 実用化可能性大 (少量貨物) .

低温+ 臭化 メ チ ル 1995 年対米国 (豪州) 輸出 リ ン ゴ に 導入.
ダニ類， カ イ ガ ラ

ム シ類， ア プ ラ ム 燐化水素 リ ン ゴ， ブ ド ウ な ど実用化可能性あ り .

青果物 シ類， ア ザ ミ ウ マ 燐化水素 + 臭化 メ チ ル 生果実で実用化可能性 あ り .
類， チ ョ ウ 目 害虫 MITC 障害発生， 実用化可能性 な し .
な ど

蒸熱処理 実用化可能性 あ り .

ダニ類， カ イ ガ ラ 二酸化炭素+燐化水素 + 臭化 1995 年輸入切 り 花 の 検疫処理 に 導 入. 施設

切 り 花
ム シ類， ア ザ ミ ウ メ チ ル の燐化水素腐食防止が必要. 二酸化炭素の使
マ 類， チ ョ ウ 目 害 用 は省略可能.

虫 な ど 電子線又 は X 線照射 不妊化線量の確認方法. 要透過性確認.

フ ッ 化 ス ル フ リ ル 卵お よ び低温時の殺虫効果 に難点.

燐化水素 幼虫， 嫡の殺虫効果 に 難点.

カ ミ キ リ ム シ類， MITC 実用化可能性大.

木材 キ ク イ ム シ類， ゾ 燐化水素 + 臭化 メ チ ル 実用化可能性 あ り .
ウ ム シ類な ど

フ ッ 化 ス ル フ リ ル + 臭化 メ チ 実用化の可能性大. 臭化 メ チ ル の大幅削減可
Jレ 能.

フ ッ 化 ス ル フ リ ル 十 MITC 実用化可能性あ り .

注) 燐化水素 は ボ ン ベ詰め ま た は燐化 ア ル ミ ニ ウ ム錠剤 を 高速投薬装置で発生 さ せ た も の.

Data : 農林水産省 ・ 植物防疫所調査研究報告第 35 号 (1999) .

る こ と が決定 し て い る 。 今後， こ の分野で は代替法の開

発 と 発展途上国への技術移転援助が精力 的 に 行わ れ， こ

れ ら の結果次第で不可欠用途の範囲が決 ま る だ ろ う 。 農

業生産用使用 量 の 約 22% (15 千 t) を 占 め て い る 検疫

と 出荷前用途に お い て ， 特 に 発展途上国で使用量が増加

し て い る 現状 は オ ゾ ン層保護の観点 か ら 看過で き な い も

の であ ろ う 。

MBTOC が調査 中 の こ れ ら 分野 で の 臭化 メ チ ル の 使

用実態が近 く 明 ら か に さ れ る が， 調査の 結果次第では，

こ れ ら 用途に対す る 規制が強化 さ れ る 可能性があ り ， 世

界の検疫障 は代替消毒法の 開発お よ び導入並びに発展途

上国への技術移転 に 厳 し い対応 を 迫 ら れ る こ と に な る 。
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